
令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給与関係費
物物件件費費
維持補修費
社社会会保保障障扶扶助助費費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

世帯 円
世帯 円
世帯 円
件 円
件 円
件 円

新規相談件数1件
あたりのコスト

平成30年度 605 25,280 同じく生活困窮者自立支援事業の経常経費は138,982,756円かかっており、1件あたり
103,874円の費用がかかっています。
増加した主な理由は、住居確保給付金の扶助費の増加によるものです。

令和元年度 669 47,879
令和2年度 1,338 103,874

令和元年度 14 5,301,788
令和2年度 13 4,048,201

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

中国残留邦人1世
帯あたりのコスト

平成30年度 16 4,297,138 生活援護事業の経常費用180,280,000円のうち、中国残留邦人生活支援事業の経常経費は
52,626,613円かかっており、1世帯あたり4,048,201円の費用がかかっています。
減少した主な理由は、医療支援給付費の減少によるものです。

- - - -
△7,403 14,870 15,531 661 

91,420 70,115 44,333 △25,782 
決算額の
主な内容

（行政サービス活動収入）
生活困窮者自立支援事業費等負担金92,915千円　ほか
（行政サービス活動支出）
住居確保給付金68,069千円　ほか

- - - -

- - - -
△98,823 △55,245 △28,802 26,443 

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

△25,782 
- - - - - - - -

△44,333 25,782 
特

別

費

用

- - - - 91,420 70,115 44,333 
- - - - △91,420 △70,115 

-
- - - - - - - -

- -
特

別

収

入

- - - - - - -
△98,823 △55,245 △28,802 26,443 - -

- -
173,304 137,668 180,280 42,612 - - - -

- - - - - -

25,782 
- - - - - - - -

119955,,881111  4433,,227733  
11,163 △10,502 △10,218 284 行政サービス活動収支差額 △91,420 △70,115 △44,333 
4,604 2,964 2,110 △854 116655,,990011  115522,,553388  

B B-A
△177 170 △2,584 △2,754 7744,,448800  8822,,442233  115511,,447788  6699,,005555  

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

- - - - A

負担金・補助金・交付金等 4,213 2,624 3,211 587 
- - - -

- - -
6666,,229944  7700,,447766  111177,,115500  4466,,667744  

経
常
費
用

64,688 37,610 24,649 △12,961 
2222,,551133  3344,,332255  4455,,996622  1111,,663377  

4 

29 - 1 1 
経常費用・
社会保障扶
助費

住居確保給付金　68,069千円（67,454千円増）
中国残留邦人支援給付費　48,929千円（20,817千
円減）

74,480 82,423 151,478 69,055 

- - - -
- - - -

経常費用・
物件費

生活困窮者自立相談支援業務　44,777千円
（18,671千円増）
住居確保給付金制度の利用者急増に伴い、委託
料が増加したため

- - - -
- - - -

国国庫庫支支出出金金（（経経常常費費用用充充当当）） 7744,,339977  8822,,337777  115511,,336688  6688,,999911  
54 46 109 63 

- - -
- - - -

B B-A

経常収入・
国庫支出金

生活困窮者自立支援事業費等負担金　92,915千
円（71,495千円増）
中国残留邦人生活支援費負担金　50,244千円
（3,293千円減）

経
常
収
入

- - - -
-

成
果
の
説
明

　中国残留邦人の安定した生活を図ると共に社会参加を促進します。
　生活保護に至る以前のセーフティネットとして、生活困窮者に対する相談及び支援を行うことにより、生活困窮者の生活の安定を図ります。令和2年
度は新型コロナウイルス感染症の影響による住居確保給付金制度の運用変更により、多くの方に経済的な支援を行いました。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

新規相談件数 件 605 669 1,338 生活困窮者自立相談支援事業における新規相談件数

支援世帯数 世帯 16 14 13 中国残留邦人生活支援事業における支援世帯数

【目的】中国残留邦人の置かれている特別な事情により、老後の生活安定を図ります。また、生活保護に至る前からの生活困窮者の相談及び支援、社会
参加の促進、福祉の充実を図ります。
【概要】
・中国残留邦人生活支援事業（中国残留邦人がおかれている特別の事情に鑑み、支援給付金を支給）
・生活困窮者自立支援事業（生活困窮者に対する就労その他の自立に関する相談支援等を実施）
・児童養護施設等入所者支援事業（市内児童養護施設に在籍する中学校卒業児童を対象に激励行事を実施）

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 福祉部 予算執行所属 生活福祉室

生活援護事業

（項） 1 社会福祉費 （目） 1 社会福祉総務費

管理事業名 生生活活援援護護事事業業
総合計画の

体系

大綱　３
政策　３
施策　２

福祉・健康
地域での暮らしを支えるまちづくり
生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 3 民生費

－ 256 －



令和2年度（2020年度）

予予算算大大事事業業名名 上上記記以以外外のの歳歳出出予予算算科科目目及及びび予予算算大大事事業業名名

事事業業のの目目的的とと概概要要

ⅠⅠ　　事事業業のの成成果果（（実実績績））

ⅡⅡ　　財財務務情情報報
◆◆行行政政ココスストト計計算算書書 （単位：千円） 行行政政ココスストト計計算算書書のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 （a）
給与関係費
物物件件費費
維持補修費
社社会会保保障障扶扶助助費費

◆◆キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表 （単位：千円）
特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動収収入入
賞与引当金繰入額 行行政政ササーービビスス活活動動支支出出
退職手当引当金繰入額
支払利息 投資活動収入
その他 投資活動支出
経常費用　小計 （b） 投資活動収支差額

経常収支差額 （a）-（b）=（c） 財務活動収入
固定資産売却益 財務活動支出
その他 財務活動収支差額
特別収入　小計 （d） 収支差額　合計
固定資産除売却損 一般財源充当額
その他 一般会計からの繰入金
特別支出　小計 （e） 一般会計への繰出金

特別収支差額 （d）-（e）=（f） 前年度からの繰越金
一般財源調整額 （g）
当期収支差額 （c）+（f）+（g） キキャャッッシシュュ・・フフロローー収収支支差差額額集集計計表表のの特特徴徴的的なな事事項項
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

◆◆単単位位ああたたりりののココスストト分分析析（（「「経経常常費費用用  小小計計（（bb））」」をを「「実実績績」」でで割割っってて円円単単位位でで算算出出ししてていいまますす。。））

世帯 円
世帯 円
世帯 円
件 円
件 円
件 円

新規相談件数1件
あたりのコスト

平成30年度 605 25,280 同じく生活困窮者自立支援事業の経常経費は138,982,756円かかっており、1件あたり
103,874円の費用がかかっています。
増加した主な理由は、住居確保給付金の扶助費の増加によるものです。

令和元年度 669 47,879
令和2年度 1,338 103,874

令和元年度 14 5,301,788
令和2年度 13 4,048,201

指  標  名 年度 実績 単位あたりコスト 分  析  内  容  （ 前  年  度  と  の  増  減  理  由）

中国残留邦人1世
帯あたりのコスト

平成30年度 16 4,297,138 生活援護事業の経常費用180,280,000円のうち、中国残留邦人生活支援事業の経常経費は
52,626,613円かかっており、1世帯あたり4,048,201円の費用がかかっています。
減少した主な理由は、医療支援給付費の減少によるものです。

- - - -
△7,403 14,870 15,531 661 

91,420 70,115 44,333 △25,782 
決算額の
主な内容

（行政サービス活動収入）
生活困窮者自立支援事業費等負担金92,915千円　ほか
（行政サービス活動支出）
住居確保給付金68,069千円　ほか

- - - -

- - - -
△98,823 △55,245 △28,802 26,443 

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

△25,782 
- - - - - - - -

△44,333 25,782 
特

別

費

用

- - - - 91,420 70,115 44,333 
- - - - △91,420 △70,115 

-
- - - - - - - -

- -
特

別

収

入

- - - - - - -
△98,823 △55,245 △28,802 26,443 - -

- -
173,304 137,668 180,280 42,612 - - - -

- - - - - -

25,782 
- - - - - - - -

119955,,881111  4433,,227733  
11,163 △10,502 △10,218 284 行政サービス活動収支差額 △91,420 △70,115 △44,333 
4,604 2,964 2,110 △854 116655,,990011  115522,,553388  

B B-A
△177 170 △2,584 △2,754 7744,,448800  8822,,442233  115511,,447788  6699,,005555  

区分
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額

- - - - A

負担金・補助金・交付金等 4,213 2,624 3,211 587 
- - - -

- - -
6666,,229944  7700,,447766  111177,,115500  4466,,667744  

経
常
費
用

64,688 37,610 24,649 △12,961 
2222,,551133  3344,,332255  4455,,996622  1111,,663377  

4 

29 - 1 1 
経常費用・
社会保障扶
助費

住居確保給付金　68,069千円（67,454千円増）
中国残留邦人支援給付費　48,929千円（20,817千
円減）

74,480 82,423 151,478 69,055 

- - - -
- - - -

経常費用・
物件費

生活困窮者自立相談支援業務　44,777千円
（18,671千円増）
住居確保給付金制度の利用者急増に伴い、委託
料が増加したため

- - - -
- - - -

国国庫庫支支出出金金（（経経常常費費用用充充当当）） 7744,,339977  8822,,337777  115511,,336688  6688,,999911  
54 46 109 63 

- - -
- - - -

B B-A

経常収入・
国庫支出金

生活困窮者自立支援事業費等負担金　92,915千
円（71,495千円増）
中国残留邦人生活支援費負担金　50,244千円
（3,293千円減）

経
常
収
入

- - - -
-

成
果
の
説
明

　中国残留邦人の安定した生活を図ると共に社会参加を促進します。
　生活保護に至る以前のセーフティネットとして、生活困窮者に対する相談及び支援を行うことにより、生活困窮者の生活の安定を図ります。令和2年
度は新型コロナウイルス感染症の影響による住居確保給付金制度の運用変更により、多くの方に経済的な支援を行いました。

勘定科目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差額 勘定科目 決  算  額  の  主  な  内  容

A

新規相談件数 件 605 669 1,338 生活困窮者自立相談支援事業における新規相談件数

支援世帯数 世帯 16 14 13 中国残留邦人生活支援事業における支援世帯数

【目的】中国残留邦人の置かれている特別な事情により、老後の生活安定を図ります。また、生活保護に至る前からの生活困窮者の相談及び支援、社会
参加の促進、福祉の充実を図ります。
【概要】
・中国残留邦人生活支援事業（中国残留邦人がおかれている特別の事情に鑑み、支援給付金を支給）
・生活困窮者自立支援事業（生活困窮者に対する就労その他の自立に関する相談支援等を実施）
・児童養護施設等入所者支援事業（市内児童養護施設に在籍する中学校卒業児童を対象に激励行事を実施）

指  標  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 成　果　指　標　の　定　義

部局名 福祉部 予算執行所属 生活福祉室

生活援護事業

（項） 1 社会福祉費 （目） 1 社会福祉総務費

管理事業名 生生活活援援護護事事業業
総合計画の

体系

大綱　３
政策　３
施策　２

福祉・健康
地域での暮らしを支えるまちづくり
生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 3 民生費

◆◆貸貸借借対対照照表表 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴徴収収不不能能引引当当金金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

ⅢⅢ　　財財務務構構造造分分析析 貸貸借借対対照照表表のの主主なな増増減減理理由由（（特特徴徴的的なな事事項項））
▽▽人人ににかかかかるるココスストトのの内内訳訳

月平均

人 日 日
千円 千円 千円

千円

▽▽経経常常費費用用のの構構成成割割合合 物件費の内訳（単位：千円）

▽▽分分析析指指標標 （単位：％） ▽▽そそのの他他特特記記事事項項

A B
受益者負担比率
徴収不能引当率
一般財源充当比率

ⅣⅣ　　総総括括
▽▽分分析析結結果果のの説説明明

▽▽分分析析結結果果をを踏踏ままええたた事事業業のの課課題題

　経常経費の中で社会保障扶助費が60.7%を占めており、次いで物件費が23.8%を占めています。
　物件費は、委託料及び需用費、役務費がその大部分を占めています。

　事業費の約5割を占める社会保障扶助費は、中国残留邦人支援給付費のほか、生活困窮者自立支援事業の住居確保給付金が大部分を占めていま
す。中国残留邦人生活支援事業では、専門の支援相談員を配置し、家庭訪問等を通じて中国残留邦人の支援を引き続き実施していきます。
　生活困窮者自立相談支援事業については、支援対象者が社会的、経済的等複合的な課題を抱えている場合が多いため、制度の周知による早期の支
援が重要であると考えます。令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により相談件数が大幅に増えており、組織の機能性について更なる検証が必
要であると考えます。
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分析指標　　　　　　　       　　年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度 差
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給与関係費等 14,965 1,577 0
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勘定科目
令和元年度末 令和2年度末 差額
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費

12.8%
物件費
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扶助費
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1.1%
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48(一般会計・生活援護事業)
－ 257 －


